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研究成果の概要（和文）：本研究では、特許審査の公開情報から特許戦略知識の習得の基礎となる知識モデルを
構成することを目指した。特許審査対応プロセスオントロジーは、過去の特許審査対応事例がどのような文書、
知識、思考プロセス等によって構成されているかを表現した特許審査対応の統合知モデルであり、特許審査対応
プロセスオントロジーを組み込んだデータベースシステムを構築することで、どのような特許審査対応策が有効
であるのかを具体的に把握することができる。出願人は、膨大な特許情報の中から類似した内容の特許出願案件
を自ら探し出す必要がなく、効率的な特許審査対応が実現できる。

研究成果の概要（英文）：This research aims at constructing the integrative knowledge model as an 
ontology which lays the foundation for the novices to acquire the strategic response skill to patent
 office action. The ontology is built based on the analysis of the patent application documents 
which is served by the public databases. The aim of the analysis it to elicit the knowledge and 
thinking process from the good practice of the patent application activities. The service system, 
such as a learning environment,can be built using the ontology. For example, the novice can easily 
find the appropriate document which includes good practices similar to his/her problem of patent 
application. 

研究分野： 教育工学
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１．研究開始当初の背景 
我が国の知財行政においては，グローバル
な産業競争力の基礎として知財人材を位置
づけ，その育成のための多面的な施策が推進
されている。その一環として，特許の質向
上・審査の質向上・審査期間の短縮・国際特
許取得の拡大を目的として特許関連人材育
成の様々な施策が推進されている。 
上述の社会ニーズを踏まえて，特許戦略知
識の啓発・普及が喫緊の課題になっている。
しかしながら，特許戦略知識は，特許法に関
する体系的知識・特許申請に関する手続き的
スキル・発明の対象に関する知識・コミュニ
ケーション力等の知識・スキル・能力が複雑
に絡み合い，その構成を理解することは簡単
ではない。特に，実務経験からの高次の知識
の習得には，認知科学的に「知識の深い学習」
（表１の赤字部分）とみなされる学習活動が
必要であり，その学習支援・教授は困難を極
める。深い学習の現象を理解し，それを促進
するために，認知科学・学習科学・教育工学
の領域において，メタ認知・自己調整学習・
批判的学習・経験学習といった学習理論を基
礎にした研究が盛んに行われている。 
本研究では，先行研究の知見，特に経験学
習理論を基礎にして，特許審査の公開情報か
ら特許戦略知識の習得を促す知識モデルを
構成することを目指す。 
 
２．研究の目的 
知財担当者の実務経験の違いに依存するこ
となく、出願人が効率的かつ質にバラつきの
ない有効な特許審査対応ができ、さらに特許
審査対応の経験が乏しい出願人の熟達をも
支える知識基盤を提供することを目指し、特
許庁と特許出願人間でやり取りされる特許
文書を対象にその背後にある思考プロセス
の顕在化を試みる。具体的には、オントロジ
ー工学に基づき特許審査対応に必要な概念
を抽出し、特許審査対応プロセスにおけるそ
れら各概念間の関係を体系的に記述した特
許審査対応プロセスオントロジーの基本構
成を構築する 
 
３．研究の方法 
知識特許審査対応の実務経験を持つ知財管
理研究者と協働し，認知科学・教育工学・オ
ントロジー工学の理論・技術を基礎にして，
特許庁が公開する特許審査情報をベースに
し，特許審査対応知のオントロジーを構成す
る。 
 
４．研究成果 

 
(1)特許審査対応プロセスの定式化 
図 1 は、筆者らが構築した特許審査対応プ
ロセスオントロジーにおける「特許審査対応
を実施する複合プロセス」の part-of 階層を
記述したものである。図 1に示すように「特

許審査対応を実施する複合プロセス」は、特
許審査対応の思考プロセスが「拒絶理由を理
解する」「特許審査対応パターンを考える」
「特許審査対応策を書く」の 3つのサブプロ
セスから構成されることを表しており、拒絶
理由通知書等の特許文書や特許審査対応パ
ターン等の概念がそれぞれ入出力／参照情
報となって各プロセスと意味的に関係づけ
られることを表している。 
  このように、特許審査対応の思考プロセ
スを中心として、特許審査対応知識を体系化
することによって、文書の背景にある思考の
深層が顕在化させることができる。 
 

 
図 1：「特許審査対応を実施する複合プロセ
ス」の part-of 階層 
 

(2) 特許審査対応プロセスオントロジー 
拒絶理由通知書、意見書、手続補正書の特
許文書を対象に特許法 37 条に基づく拒絶理
由が通知された場合、どのような知識を使っ
て、どのように特許審査対応を行っているか
に着目して詳細化に向けた事例分析を実施
した。 
具体的には、特許法 37 条に基づく拒絶理由
の場合、その「拒絶理由特性」を把握するた
めには、どのような「知識」が要求されてい
るのか、また、「拒絶理由特性」に対し、ど



のような「特許審査オペレーション」の組み
合わせにより対応がなされているのかを概
念としてより詳細に抽出し体系化すること
とした。これによって、特許法 37 条に関す
る過去の特許審査対応の事例が、どのような
思考によって構成されているか表現できる
ようになる。なお、本稿の特許審査対応プロ
セスオントロジーは、オントロジー構築利用
環境「法造」のオントロジーエディタ上にて
実装した。 
 

 
図 2：「特許審査対応パターン」の part-of
階層 
 

(3) 特許審査対応パターンの構成 
図 2 は、特許審査対応に必要な概念として
特許審査対応プロセスオントロジーにおい
て抽出されている「特許審査対応パターン」
をpart-of階層により体系的に記述したもの
である。図 2に示すように「特許審査対応パ
ターン」は、特許審査対応時に出願人が拒絶
理由の意図を把握するために必要な概念で
ある「知識」及び、拒絶理由に応じて検討す
べき対応行為の組み合わせからなる概念で
ある「特許審査対応オペレーション列」と
part-of 関係にあることを定義した。「知識」
は、適用対象条文として、例えば、37 条等の
属性をとる「条文番号」、拒絶理由の意図を
表す「拒絶理由特性」、拒絶理由対象である
請求項の特性を表す「請求項特性」と part-of
関係にあることを定義した。 

 
図 3「拒絶理由原因」の is-a 階層（特許法 
37 条に関連する概念のみ） 
さらに「拒絶理由特性」は、「拒絶理由原因」
として定義（図 3参照）されたいずれかの属
性をとる「拒絶理由趣旨」と part-of 関係に
あることを定義した。 

また、「請求項特性」は、図 4に示すとおり、
権利請求対象として「物の発明」「方法の発
明」「生産方法の発明」のいずれかの属性を
とる「発明物」を有し、さらに、特許カテゴ
リとして「物」「方法」「生産方法」「プログ
ラム」「記録媒体」のいずれかの属性とる「特
許カテゴリ」を有する。 

 
図 4：「請求項特性」の is-a 階層 

「特許審査対応オペレーション列」は、図
5 で定義されたいずれかの「特許審査オペ
レーション」を複数組み合わせることによ
り構成される。 

 

図 5：「特許審査オペレーション」の is-a 階
層（特許法 37 条に関連する概を抜粋） 
 
(4)特許審査対応パターンの役割 
特許法 37 条に係る「特許審査対応パター
ン」は、拒絶理由通知書等の文書のように
関係者間で明確な存在として共有されてい
るものではないが、過去の特許審査対応事
例における知識を類型化して表現したもの
である。思考の結果として、どのような拒
絶理由に対し、どのように特許審査対応す
べきか、という知識を表している。特許審
査対応の思考プロセスは、拒絶理由通知書
等の文書から拒絶理由の意図を理解し、特
許審査対応パターンを参照して、実施すべ
き特許審査対応策を決定し、それに基づき
意見書等で回答を書くという流れになるが、
特許審査対応パターンは、その流れを決定
する重要な役割を担う知識である。 
特許法 37 条に基づく拒絶理由の場合の
「拒絶理由原因」として「請求項間で課題
が同一ではない」等の概念を 6 個、それら
の各「拒絶理由原因」に対する対応策を検
討するための「特許審査対応パターン」を
構成する「特許審査オペレーション」とし
て「他の請求項と課題が同一でない請求項
を削除する」等の概念を 17 個抽出した。
ここでは、それら抽出された概念により表
される特許法 37 条に係る「特許審査対応
パターン」の一例について説明する。 
 
 
 



 (5)例： 発明の単一性違反パターン 
図 6 は、「発明の単一性違反（他の請求項
が物の発明を生産、利用等する発明ではな
い）パターン」の part-of 階層を記述した
ものである。 

 

 
図 6：発明の単一性違反パターン 
図 6 に示すように「発明の単一性違反（他
の請求項が物の発明を生産、利用等する発
明ではない）パターン」は、「知識」が適用
対象条文を表す「37 条」、拒絶理由趣旨と
拒絶理由原因をそれぞれ表す「発明の単一
性がない」「他の請求項が物の発明を生産、
利用等する発明ではない」からなる「拒絶
理由特性」と、権利請求対象と特許カテゴ
リをそれぞれ表した「物の発明」「物」から
なる「請求項特性」によって構成されてい
た場合、特許審査対応策として「物の発明
を生産、利用等しない発明の請求項を削除
する」「拒絶理由がある請求項を削除した旨
を記載する」「拒絶理由が解消した旨を記載
する」の各「特許審査対応オペレーション」
の組み合わせ、或いは「物の発明を生産、
利用等しない発明の請求項を分割出願す
る」「分割出願した内容を記載する」「拒絶
理由が解消した旨を記載する」の各「特許
審査対応オペレーション」の組み合わせか
らなる「特許審査対応オペレーション列」
のいずれかを採用できることを表している。
なお、特許法 37 条に基づく拒絶理由の「拒
絶理由原因」として抽出された「請求項間

で課題が同一ではない」等、その他の概念
についても発明の単一性違反パターンとし
てそれぞれ同様に表すことができる。 
 
(6)特許審査対応オントロジーの活用 
特許審査対応プロセスオントロジーは、過
去の特許審査対応事例がどのような文書、
知識、思考プロセス等によって構成されて
いるかを表現した特許審査対応の深層構
造モデル（図 7 参照）であることから、例
えば、特許審査対応プロセスオントロジー
を組み込んだデータベースシステムを構
築することで、出願人は、特許審査対応を
する場合、拒絶理由状況に応じて、特許審
査対応知識として抽出されている概念の
検索を行うことで、各思考プロセスにおい
て、どのような知識を用いて、どのような
特許審査対応策が有効であるのかを具体
的に把握することができる。これにより、
出願人は、膨大な特許情報の中から類似し
た内容の特許出願案件を自ら探し出す必
要がなく、効率的な特許審査対応が実現で
きる。 
また、本研究の特許審査対応プロセスオ

ントロジーにおける「特許審査対応パター
ン」は、過去に他社が実施した特許審査対
応事例や特許審査対応に熟達した出願人
が実施した対応事例から抽出し、それらを
体系的に記述したものであることから、拒
絶理由をあらゆる観点から解釈したもの
が含まれる等、特許審査対応に関する様々
な専門知が表現されたものであると考え
られる。そのため、出願人は、特許審査対
応を検討する際に、知財担当者間で「特許
審査対応パターン」を共有することで、
個々の知財担当者の特許審査対応の経験
の違いによって、特許出願毎に特許審査対
応の質にバラツキが生じるのを抑えるこ
とができる。 

 
図 7：特許審査対応プロセスオントロジ

ーと特許審査対応事例の関係図 
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